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ロシアにおける世界金融危機の影響と日ロ関係（メモ）
財団法人環日本海経済研究所
理事長　吉　田　　進
1． アメリカ発金融危機の行方
· 2007年にサブプライムローンの危機

· 2008年9月15日のリーマン・ブラザースの破綻

· 1929年の世界経済恐慌の結末－第2次世界大戦

· 1月の日本経済新聞にハワード・ベーカー前駐日米大使の回想録

· 3月6日の米ロ外相会談で、新たな核軍縮条約の年内合意を目指す
2． 金融危機への対策
・2008年10月（ワシントン）と今年2月14日（ローマ）のG7蔵相・中央銀行総裁会議
・2008年11月15日の第１回G20金融サミット
・2009年2月22日のASEAN+3の財務相会議

「チェンマイ・イニシアチブ」（CMI）の総額を1,200億ドル（11兆円）に増加決定

・2009年3月13～14日　G20財務相・中央銀行総裁会議
アジア開発銀行も550億ドルの資本を約3倍の1,650億ドル（15兆円）に増やす方針

· 4月2日　ロンドンで第2回G20金融サミット
2010年までに5兆ドル規模の財政出動。世界の経済を4％底上げする。2009年に1,900万人の雇用創出。2010年に2％の成長を回復。ヘッヂファンドも規制・監督の対象に。IMFの資金基盤拡充（2,500億ドル→7,500億ドルへ）10年末めで保護主義的な措置は取らない。
· 4月下旬　次回G7がワシントンで開かれる

この交互の会合は、現在の世界的な危機からの脱出にあらゆる国を動員するのに有効である。しかし、協調の基盤は、G7からG20 に移った。GNP で言うとG7が世界の50％、G20が85％で重みが違う。金融危機脱出で大きな役割を果たすのはBRICs。その中の中国とロシアは北東アジア地域に属する。外貨準備も中国、日本、中国がベストスリー。
これらの会議で共通した問題提起は

· 世界市場と金融市場の安泰が最優先課題

· 政策手段を総動員

· 金融規制強化より景気対策

· 内需拡大
· 財政出動（GDP2％程度）

· 保護主義的な通商政策の回避

· 国際金融機関の改革

この中でも最も重要なことは、財政支出の規模を大きくすること、保護主義に対する統一戦線を組むこと（The　Economist誌　2009年3月14日）

このような国際協調の前提で日、米、英の金融政策は、

日銀　　　　　　　　政策金利　0.1％　　国債発行残高　686兆円　名目GDP比　1.3倍

米連邦理事会（FRB）　　0.0～0.25％　　　　　　　　　561兆円　　　　　　41.64％

イングランド銀行（BOE）　　0.5％　　　　　　　　　　71兆円　　　　　　　35.98％

　欧州中央銀行　　　　　　　　1.5％　　　　　　　　ドル無制限供与

それにもかかわらず、G20の17カ国・地域が合計47の貿易制限措置を昨年11月以降に実施した（世界銀行　3月17日）

３．ロシアの経済と政府の対策
(1) 基本的なデータ
· GDP：2008年の成長は6.8％（6月）から6％へ、2009年の成長予測は6.5％から3％へ（IMF 2008.11.18）、さらに－2.2％へ（経済開発省2009.02.18）下方修正。

· 株価：10月8日に14％の下落を記録し、年末には前年同期比70％下落した。
· ルーブルの下落：08年7月に1ドル＝23.12ルーブルだったのが、2月16日には34.56ルーブルとなった。

· インフレ率：2月は年率換算で14％。

· 失業者：600万人、失業率は約8％

· 外貨準備高：08年8月　5,965億ドルから09年1月20日には3,975億ドルに減少
· 外資の引き揚げ：9月246億ドル、10月504億ドル、11～12月650億ドル（エクスペルト誌）。

	富豪上位25人は資金繰りがつかず、資産の62％に当たる2,300億ドル（123兆1,500億円）を失った。一例として、ロシアのUSルサール社デリパスカ社長のケースを見ると、自己株に抵当権を設定→投資資金を調達→時価総額が急落→新規借り入れが不可能→優良資産の売却というプロセスを経て160億ドルの損失を出した。ノリリスクのニッケル鉱山を購入したが資金が続かず、国家に持ち株を譲渡したとも言われている。アブラモビッチ（チェルシーFCオーナー）も203億ドルを失った（産経新聞2008.10.21）。


(2) ロシアの金融危機に対し、政治家は当初、アメリカの危機はロシアに及ばないと考えていたフシがある。

（理由）石油・天然ガス収入からくる国家経営の楽さ。外国資本がそう多くない。サハリンのEXXON、シェル、BP、三井物産、三菱商事、フォード、トヨタなど。
(3) ロシアは、資本流出と原油下落に対応するため、6兆ルーブル（2,100億ドル）の政府資金投入をVneshekonombank経由行った。
石油・ガス会社への支援：Gaspromに10億ドル、Rosneftに42億ドル、Lukoil に20 億ドル、TNK-BP に18億ドルの融資

(4) 09年の予算は、全面的に見直された。当初は原油（ロシア産ウラルス）価格95ドルを前提に作成したが、1月末に41ドル、インフレ率13％で再編を行った。3月19日の財務省案によると、歳入は6兆7,136億ルーブル（約19兆円）、歳入全体の43％を占める石油・ガス輸出収入が56％減となるため、歳入は既存予算より39％少なくなる。

歳出は、景気対策費や社会保険費が増え、既存予算比7％増の9兆692億ルーブルに増える。そのうち1兆6,000億ルーブル(4兆2,000億円、GDP比４％)が金融危機対策費。修正前より6,670億ルーブル増加。財政収支は2兆9,700億ルーブルの赤字（GDPの7.4％に相当）。政府は準備基金(残高4兆8,000億ルーブル)で赤字を埋める（準備基金：1,409億ドル、2008.10.01）。

クドリン副首相兼財務相は「危機のピークは今年末から来年初めになる」と言っている。
(5) 個々の問題

· 中古車問題
1月12日から新車に対する輸入税を25％から30％に引き上げ、また中古車には経年5年目から80％の税金をかけることになった。ウラジオストク市内の中古車販売従業者　6,000人（バクラーノフ氏）、関連業界8万人。3月15日にウラジオストクで市民約1,000人がプーチン首相辞任を求めるデモを行った。
· 木材の輸出税問題
2009年から予定されていた税率80％の実施を1年間延長した。現在25％に据え置かれているが、ハバロフスクの林業業者は2007年6月までの6.5％の水準に遡ってほしいと言っている。円高、ルーブル安で価格が20％以上安くなった。08年の契約は60％減、09年の契約はない。
（6）最近の傾向（3月23日時点）

　　株式市場の改善　MICEX　＋5.7%、　RTS　＋6.8%

　　ルーブル対ドル　＋3.4%  32-33Rで推移（09年予算の前提　35.1R）

　　ウラルブレンド $47（09年予算の前提　$41）

　　1－2月GDP　－8%、第1・4半期　－7％。通年の見通し　－2.2%
　　外貨準備　3,761$

　　中央銀行ウリュカーエフ第1副総裁：今年中に底を打つ。
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